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学位論文概略 
「人道的介入における武力行使と外交交渉：ソマリア、ボスニア、コソボを事例として」 
小松志朗 
 
研究の目的 
本稿の目的は、人道的介入における武力行使の実効性について、「武力行使と外交交渉の
関係（軍事・外交関係）」という観点から有益な一般的知見を得ることである。人道的介入
の先行研究は正統性の問題（介入は是か非か）に関心を集中させてきたために、実効性の問
題（介入は上手くいくのか）については研究の蓄積があまりない。少なくとも、個別事例の
分析を超えて、一般的観点から実効性の問題を深く掘り下げて考えることが、重要な研究課
題として残されている。本稿はこの課題に取り組むものである。 
具体的な議論の進め方としては、「1990 年代の人道的介入における武力行使はなぜ成功・
失敗したのか」という問いを立て、ソマリア、ボスニア、コソボの 3 事例を検討する。基本
的に成功・失敗の評価はある程度所与のものと位置づけ、それよりも「なぜ」の部分、すな
わち成功・失敗という結果に至る政治的プロセスの解明の方に力点を置く。さらにいえば、
「なぜ」に対する答え自体が、上述の一般的知見の全てとはならない。答えに至るまでの考
察、あるいは答えを踏まえた上での考察からも知見は得られるからである。その意味で「な
ぜ」の問いは、一般的知見を得るという研究の最終目的に到達するための足がかりである。
個々の事例についての成功・失敗の評価が、そのまま介入一般に関する楽観的・悲観的な知
見につながるわけではない。重要なのは、各事例の成功・失敗にとらわれすぎず、そこに至
るプロセスの詳細な検討を通じて説得力のある議論を展開させていくことだと考える。 
 
研究の枠組 
本稿では、人道的介入を武力行使の一形態としてではなく、諸々の活動からなる複合的プ
ロセスとして捉える。そして、その中での武力行使の実効性について、軍事・外交関係の観
点から考察する。ここでいう武力行使とは、国家の軍隊がその軍事力でもって敵を攻撃する
ことである。外交交渉とは、介入側と被介入側（紛争当事者）の間で紛争の政治的解決を目
指して行われる交渉のことをいう。武力行使を含む軍隊の行動全体については「軍事行動」
という言葉を用いる。 
武力行使（軍事行動）と外交交渉の関係を軍事・外交関係というわけだが、軍事・外交戦
略という言葉を使うこともある。これが意味するのは、武力行使（軍事行動）と外交交渉を
どう組み合わせるか、あるいは切り離すかということについて、介入主体が明確な意図をも
って形成する戦略である。軍事・外交関係の方がより包括的な言葉で、介入主体の意図せざ
る事態の展開も含め、軍事行動と外交交渉にまつわる事柄全般を意味する。従って「戦略」
は「関係」の一部となる。 
軍事・外交戦略に関しては、「直接アプローチ／間接アプローチ」という類型を用いる。
直接アプローチとは、武力行使を外交交渉と切り離し、前者だけで人道的危機の緩和・解決
を目指すことである。間接アプローチとは、武力行使を外交交渉の手段として用い、外交交
渉による紛争の政治的解決を通じて人道的危機の緩和・解決を目指すことである。要するに
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両アプローチの区別は、武力行使を人道的危機の緩和・解決につなげようとする時に、その
作用が直接危機に及ぶのか、それとも外交交渉を経由して間接的に及ぶのかという違いであ
る。 
 
研究の特色、意義 
本稿の特色は大きく 2 つある。1 つは、人道的介入（における武力行使）の実効性の問題
に焦点を当てていることである。従来、人道的介入をめぐる議論の主要な論点が正統性であ
ったことの裏返しとして、実効性に関してはまだ議論がそれほど発展していない。人道的介
入はどのようにしたら成功するのか、我々はまだ十分な見通しを立てられずにいるのである。
このような現状を鑑みれば、本稿には、人道的介入の研究を大きく進展させる意義があると
いえるだろう。 
もう 1 つの特色は、軍事・外交関係という観点である。介入の中で、外交交渉は武力行使
と並んで重要な活動であり、ひいては軍事・外交関係が介入の重要な側面となっている。と
ころが、人道的介入の先行研究において軍事・外交関係が重視されることはあまりなかった。
個々の事例に関して軍事・外交関係に言及したものはあったが、それを人道的介入一般の重
要な側面としてクローズアップし、深く掘り下げて考える試みはなされてこなかったと言っ
てよい。その意味で、本稿は人道的介入の新しい側面に光を当てることで、我々の介入に対
する理解を一層深めることになるだろう。 
 
論文の構成、内容 
 本稿は 5 章から構成される。第 1 章において研究の目的と枠組を提示した。それに基づい
て、第 2～4 章では各事例を検討し、最後に第 5 章で総合的な考察を行い、結論を導き出し
た。 
 
第 1 章 序論 
 この章では、議論の出発点としてまず「人道的介入とは何か」ということを論じた。具体
的には「研究テーマとしての人道的介入」および「人道的介入の特徴」という 2 つの切り口
から考えた。 
 なぜ人道的介入が研究テーマとして取り上げる価値があるのかといえば、1 つには、それ
が我々に「秩序と正義のジレンマ」を突き付けるという意味で、国際社会の根幹に関わる問
題だからである。現代国際社会では、国際秩序の維持に不可欠な原則として内政不干渉原則
と武力不行使原則が確立しているが、他方で国際人権法・人道法の発展が物語るように、ど
の国の国民であろうと等しく人権は保障されなければならないという正義の要請も無視でき
ない。 
 研究テーマとして重要であることの理由としては、もう 1 つ、国際社会における人道的介
入の評価の変化がある。過去との比較でいえば、一般論として、冷戦後の国際社会は人道的
介入を以前より許容するようになっている。すなわち、人道的介入は今や単なる疑惑の対象
ではなく、一つの政策オプションとしての地位を認められつつあり、そのようなものとして、
すぐれて現代的で重要な研究テーマとなっているのである。 
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人道的介入の特徴は、①人道性という本質、②不確かな正統性という限界、③軍事資源の
調達における制約、④「秩序と正義の調和」という方向性の 4 つである。とりわけ、第 2 章
以降の事例研究で重要となってくるのが、「秩序と正義の調和」である。これは簡単にいえ
ば、人道的介入は、単に秩序より正義を優先させる行為というよりも、「秩序と正義の調和」
を考慮しながら人道的危機の緩和・解決を目指すものだということである。言い換えると、
「秩序と正義の調和」という課題が介入主体の行動を根本で規定し、介入のあり方を大きく
左右するのである。 
 このような形で「人道的介入とは何か」ということを論じた後、先行研究の検討を通じて
介入研究の課題を浮き彫りにして、そこから研究の目的を設定した。人道的介入の研究の主
要な論点は正統性であった。もちろん、それ以外にも様々なアプローチによる研究がなされ
てきた。しかしながら、実効性に関していえば、個々の事例に共通する何らかの一般的知見
を導き出す努力が不十分だったように思われる。こうした問題意識から、上述の目的を設定
するに至った。 
 研究の枠組の骨格は、すでに述べた軍事・外交関係の観点である。この観点から各事例の
介入プロセスを整理することにより、人道的介入における武力行使が成功・失敗した理由を
明らかにし、最終的にはそこから武力行使の実効性に関する有益な一般的知見を導き出そう
というのが、本稿の試みである。 
 
第 2 章 ソマリア：希望回復作戦 
ソマリア介入について主に取り上げたのは、アメリカ主導の多国籍軍 UNITAF による希
望回復作戦である。1992 年冬から翌年春にかけて行われた同作戦は、人道的危機の緩和を実
現したという意味で一定の成果をあげた。UNITAF には、全会一致で採択された安保理決議
794 によって、武力行使の権限が明確に認められていた。そのように国際社会が一致団結で
きたのは、「秩序と正義の調和」が大きな論点にならなかったからである。すなわち、ソマ
リア紛争に関しては、現実に人道的危機が広がっていることが国際的に認められており、加
えて実効的な政府の不在という特殊な事情があったために、軍事介入に対して「主権侵害」
や「内政干渉」といった批判が、全くとは言わないまでも極めて起こりにくかった。それ故
アメリカは、「調和」の在り方に苦心することなく介入に踏み切ることができたのである。 
 希望回復作戦が全体として成功したことを踏まえると、その一手段として位置づけられて
いた武力行使も成功したと見なせる。しかしながら、軍事・外交関係の観点から武力行使の
実効性の問題を掘り下げていくと、成功という結果の影に隠れている作戦の重要な特徴が見
えてくる。武力行使の限定性である。決議 794 による明確な武力行使の授権および UNITAF
の規模の大きさとは裏腹に、実際には武力行使が多用されたわけではなかった。そもそもそ
の必要性は、アメリカが採用した軍事・外交戦略によってごく小さなものにとどめられてい
た。その戦略とは、軍事行動と外交交渉を切り離して前者に集中するという直接アプローチ
である。外交交渉の方を担ったのは国連である。そして、アメリカの軍事行動と国連の外交
交渉の間に効果的な連携は生まれなかった。アメリカは軍事行動の射程を人道目的に絞り込
むことで、その成功を確実なものにした。しかしその一方で、ソマリア紛争の政治的側面―
―多数の武装勢力が政治的抗争に明け暮れ、市民社会はその周縁に追いやられるという構図
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――は改善されないまま放置され、紛争解決と国家再建を目指す外交交渉の土台は脆弱なま
ま放っておかれたのである。 
 
第 3 章 ボスニア：限定空爆と周到な力作戦 
ボスニア介入における武力行使は 2 つの段階に分けられる。1994 年 4 月から 1995 年 7 月
まで断続的に行われた限定空爆と、1995 年 8 月下旬から 9 月中旬まで行われた本格空爆、
周到な力作戦である。どちらも実施したのは NATO である。 
 前者は失敗、後者は成功と対照的な結果に終わったが、2 つには共通する特徴があった。
軍事・外交戦略の曖昧さである。限定空爆に関しては、外交交渉との関係が全くといって良
いほど定められなかった。それは直接アプローチの武力行使だったが、その軍事・外交戦略
は選び取られたというより、半ば成り行きで生じたものだった。すなわち、武力行使によっ
て外交交渉を後押しするのか、それとも武力行使と外交交渉を切り離すのかが不明瞭なまま、
限定空爆は紛争当事者の特定の行動に対する個別的かつ受動的な対応として、散発的に行わ
れただけだったのである。周到な力作戦は、基本的には間接アプローチの武力行使だったが、
限定空爆ほどではないにせよ、やはり外交交渉との関係がはっきり定められなかった。結果
として作戦の後に外交交渉が大きく進展して最終合意へと至ったことから、恰もそこに何ら
かの明確な戦略、ある程度の成功の見通しが立つような戦略が確立されていたかのように見
えるが、そうではなかった。 
 2 つの武力行使は共通して、軍事・外交戦略に曖昧さを抱えていたが、そこにはある種の
レベルの違いがあった。それは「秩序と正義の調和」との関連で説明できるものである。限
定空爆の軍事・外交戦略の曖昧さは、「秩序と正義の調和」に関係する原則レベルのもので
あった。すなわち介入主体は、特定の和平案という形で「秩序と正義の調和」を図るのかど
うか意見をまとめられず、それ故武力行使を外交交渉と結び付けるか否かという点で方針を
固められなかった。これに対して周到な力作戦の場合、軍事・外交戦略の曖昧さは「調和」
をいかに実現するのかという方法レベルで存在していた。すなわち、介入側では当時固まっ
ていた和平案で「調和」を図るということですでに意見が一致していて、そのために武力行
使で外交交渉を後押しするという方針が基本的には固まっていたが、具体的にそれをどのよ
うに進めていくのかという点が詰められていなかった。 
 このように、ややレベルが異なるとはいえ、限定空爆と周到な力作戦は共通して軍事・外
交戦略の曖昧さという欠陥を抱えていたが、結果は失敗と成功に分かれた。その理由は、ボ
スニア介入が「陣取り合戦」への介入だったことに関係する。「陣取り合戦」では、各紛争
当事者がどれだけ地域を獲得しているかという実態が、外交交渉の展開を左右する決定的な
要因となる。それはつまり、武力行使が外交交渉に直結するという軍事・外交関係の構造が
あったということである。ボスニア介入における 2 つの武力行使に関しては、投入された軍
事資源の量（武力行使の規模）の大小の差が、そのような軍事・外交関係を媒介することで、
大きな実効性の差となって現れたのである。 
 この事例に関しては、「秩序と正義の調和」の変遷にも注意が必要である。それは具体的
にいえば和平案の変遷である。4 つの和平案が入れ替わり浮上した外交交渉の過程は、介入
主体の目指す「調和」の形が「秩序の重視」、あるいは「正義の妥協」に傾きながら変わっ
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ていく過程であった。その意味では、ボスニア介入は確かに人道的介入だったが、逆説的に
も人道的危機を解決するために「正義の妥協」を強いられていたことになる。このように考
えれば、外交交渉で「正義の妥協」を重ねた結末が周到な力作戦だったと理解できる。すな
わち周到な力作戦は、人道的危機を解決するための武力行使であったと同時に、そこに至る
までの外交交渉の経緯からすれば「正義の妥協」を背景に行われた武力行使でもあった。つ
まりこの武力行使は、正義に関して相矛盾する 2 つの性格を併せもっていたのである。従っ
て、実効性が高かったとしても、そこには根源的な問題が潜んでいる。外交交渉を進展させ
るという武力行使の目的それ自体が、すでに「正義の妥協」に侵食されていたのである。 
 
第 4 章 コソボ：同盟の力作戦 
コソボ介入は、武力行使が外交交渉を後押しする手段として用いられた――間接アプロー
チ――典型例である。1999 年 3 月下旬から始まった NATO の同盟の力作戦は、ユーゴ政府
のミロシェビッチ大統領に特定の和平案を受け入れさせることを目的としていた。そのよう
な手段として武力行使は概ね成功した。 
しかしながら、そこに失敗の側面があったことも否定できない。それは作戦が長期化した
ことと、ユーゴ部隊の戦闘行為を止められなかったことである。長期化の根本的な要因は、
NATO の楽観的な見通しにあった。どの程度の空爆をどれだけ続ければミロシェビッチが折
れるのか、NATO は正確に計算できていなかった。その甘い見通しを背景に、正統性の低さ
に由来する 2 つの要因（NATO の結束を維持する必要性、副次的被害の懸念）と、武力行使
の目的に関わる 1 つの要因（不明瞭な政治目的）が武力行使の実効性を制約し、長期化を招
いたのである。ユーゴ部隊の戦闘行為を止められなかったことについては、それが実は NATO
にとっては、ある意味で織り込み済みだったことに注意が必要である。 
他方、最終的な成功に関していえば、3 つの要因が働いていた。それは、NATO の結束、
政治目的の明確化、外交交渉の質的変化である。最初の 2 つは、上記の失敗要因を打ち消す
効果を発揮した。最後の外交交渉の質的変化は、武力行使と外交交渉が組み合わせられたコ
ソボ介入ならではのものであり、注目に値する。この時、武力行使や NATO と関わりの薄い
形の外交交渉が生まれることにより、外交交渉が武力行使の失敗を補ったのである。コソボ
介入が示唆するのは、人道的介入の複合的プロセスとしての 1 つの可能性だといえよう。 
 コソボ介入の軍事・外交戦略の背景には、介入側が目指す「秩序と正義の調和」の形が終
始一貫して存在していた。それは、コソボでの非人道的な行為に対しては断固とした措置を
とるが、コソボの独立志向には一定の歯止めをかける――独立は保証せず、自治権の回復に
とどめる――という「調和」であり、これが同盟の力作戦を遂行する上で最も重要な前提で
あった。空爆中の外交交渉において和平案の内容は一部修正されたものの、基本的な方向性
としての「秩序と正義の調和」の形は揺らいでいない。言い換えれば、人道的介入の本質に
関わる「正義の妥協」はなかったのであり、この点でコソボ介入はボスニア介入と決定的に
異なる。 
 
第 5 章 結論 
 この章では、まず第 2～4 章の内容を振り返り、3 事例に共通するポイントを抽出した。そ
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れは、成功・失敗の結果に関わらず、有効な軍事・外交戦略が形成されなかったという事実
である。そこで浮かんでくる疑問が、外交交渉との関連で武力行使を計画・実践することに
は、一定の限界ないし不確実性が伴うのではないかというものである。 
 そこで次に、直接アプローチと間接アプローチの選択にまつわる限界と、両アプローチそ
れぞれの限界を明らかにした上で、以下の 5 点に整理した。 
 
   ①外交交渉の正統性が重要となる反面、必ずしも人道的危機の緩和・解決にと
って有効な武力行使が計画・実践されるとは限らない。 
――直接／間接アプローチの選択および間接アプローチに該当 
   ②介入主体の意図しないところで、武力行使のマイナス影響が外交交渉に及ぶ
ことがある。               
――直接アプローチに該当 
   ③外交交渉を進展させるのに有効な武力行使の内容を見極めるのが難しい。 
――間接アプローチに該当 
   ④外交交渉で「正義の妥協」がなされると、武力行使の正統性が下がり、時に
実効性も下がる。 
――間接アプローチに該当 
   ⑤外交交渉の進展が優先される反面、人道的危機そのものへの対処が「後回し」
にされると、武力行使の正統性が下がり、時に実効性も下がる。 
――間接アプローチに該当 
 
 要するに、人道的介入における武力行使と外交交渉の間には何らかのギャップが生じる可
能性があり、そこから武力行使の限界が現れるのである。そのギャップにはバリエーション
があり、それが武力行使の限界のバリエーションとなるのである。 
武力行使の限界を明らかにした後、最後にその可能性について検討した。可能性の 1 つは、
上記の限界の克服にある。すなわち、介入を成功させるには、武力行使と外交交渉を切り離
すにせよ、組み合わせるにせよ、間にギャップが生じるのを避けるという意味での相互の「連
携」が必要となる。もう 1 つの可能性は、正統性という要素の中に見出せる。個々の事例に
おいて、介入主体の中で武力行使に関して合意を形成することが困難である一方、外交交渉
ないし和平案に関しては比較的に可能性が高い。そして、介入主体（の一部）は外交交渉の
正統性を拠り所として武力行使に踏み切ることができる。この意味において、武力行使の実
効性を支える正統性の重要な一部分は、実質的に外交交渉の正統性だといえる。そして、外
交交渉に十分な正統性があれば、コソボ介入の終盤で見られたように、武力行使がもしつま
ずいても外交交渉の展開次第で突破口が開ける可能性がある。まとめるならば、人道的介入
を成功させるためには、介入主体が外交交渉の正統性を十分確保すると同時に、そちらに意
識が偏らないよう注意しながら、武力行使と外交交渉の連携を形作らなければならない。武
力行使の限界は、外交交渉との連携によって克服されるのである。その意味で、武力行使の
可能性とは、複合的プロセスとしての人道的介入の可能性である。 
 最後に、「秩序と正義の調和」をこの考察に組み込んで議論を締めくくった。介入主体に
7 
 
求められているのは、個々の人道的危機およびそれを生み出した政治的紛争という具体的な
文脈の中で、特定の「秩序と正義の調和」を構想した上で外交交渉における和平案という形
で具現化し、さらにそれを的確に武力行使の内容に反映させることである。このように、「調
和」の構想を外交交渉へ、外交交渉から武力行使へと伝達していくプロセスを、スムーズに
運ぶために必要なのが、まさしく上で言うところの「連携」だということになる。このよう
な意味で、今や「調和」は、人道的介入の軍事・外交関係における新しい実践上の課題とし
て存在しているのである。  
 
 
 
 
